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区 役 所

区民 （介護保険第1号被保険者及び第2号被保険者）及びその家族等

病病連携

健康局

相
談

医
療
提
供

介
護
サ
ー

ビ
ス
提
供

相
談

連
携
・
協
力

医療に関する資源を
統括し、介護資源と
の橋渡しができる機
関が必要

地域包括支
援センター

居宅介護支援事業所

通所介護事業所

訪問介護事業所地域ケア会議等

民生委員等

介護保険
施設等

病 院
クリニック・

診療所

歯科医院

薬局

訪問看護
ステーション

その他医療
関係機関

病診連携

医療機関連絡会等

基金事業による医療コーディ
ネーターの設置など、在宅医
療体制の基盤整備（在宅医療
参入医療機関の拡大支援等）

の取り組みが必要

診診連携

連携

～コーディネーターを配置し、在宅医療と介護の連携を推進する～

≪在宅医療・介護連携に関する『相談支援室』≫

社会福祉協議会

その他介護
関係機関

・「大阪市在宅医療・介護
連携推進会議」

・区役所後方支援、広域調整等

・相談支援室への協力・支援
・在宅医療・介護連携推進

・在宅医療・介護連携推進事業の
協議の場への参加調整

・在宅医療・介護に関する社会資
源等の情報共有

相談支援室
（橋渡し役）

連
携

連携

（関係機関の連携体制の構築支援）

連
携

第３章 在宅医療・介護連携支援コーディネーターとの連携         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳細については、在宅医療・介護連携支援コーディネーター手引き書参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 『在宅医療・介護連携支援コーデ

ィネーター』と『区役所実務者』と

で定期的に連絡会等を行い、事業の

推進における取組みや課題などを

共有します。（会議としての位置づ

けでなく、情報交換する場で良い）。 

○ 区役所や相談支援室が各々把握

している区の医療・介護に関する社

会資源の情報を共有します。 

○ 事業を展開する中で課題を明確

にし、認識を共有したうえで進めて

いきます。 

『在宅医療・介護連携相談支援室』の事業内容 

１ 相談窓口の設置・運営 

    専用回線を設置し、ホームページへの掲載やリーフレット等の作成などにより、地域の医療・介護関係 

者に対して、相談窓口についての周知を図る 

  ２ 在宅医療・介護連携支援コーディネーターの配置 

    コーディネーターは、以下のいずれかの要件を満たす専門職を最低１名配置する 

（ア）保健師、看護師などの医療に関する国家資格を有する者で、地域において訪問看護及び

保健福祉に関する相談等の実務経験を有する者 

（イ）医療ソーシャルワーカー業務指針「厚生労働省健康局長通知（平成14年11月29日健康

発第1129001号）」に基づく実務経験1年以上を有する者 

（ウ）介護支援専門員資格をもつなど介護に関する知識を有し、保健福祉に関する相談などの実

務経験1年以上を有する者 

３ 相談に対する支援 

    相談に対応するために必要な医療機関や介護サービス事業所等についての情報を収集 

 ４ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築に向けた推進 

    地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、在宅医療と介護が切れ目なく提供される体制の構築を 

めざした具体的取組みの推進を行う 

 ５ 医療・介護関係者間の情報共有の支援 

    医療・介護関係者間の速やかな情報共有が行えるよう、情報共有のための様式を含めたマニュアル 

等を整備 

 ６ 関係機関等との連携強化 

    本市（局・区）が開催する在宅医療・介護連携推進に係る会議・研修・普及啓発に対して参加・協力を 

行う 

    地域包括支援センターなどが開催する地域ケア会議等（在宅医療・介護連携推進に関する事項）に 

出席し、助言や情報提供を行う 

 

 

 

 

ポイント 
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第４章 健康局の役割                                

健康局は、「大阪府医療計画（地域医療構想）」や「大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」

に基づき、各区における在宅医療・介護連携の取組み状況を把握し、施策の進捗状況を確認し、目標達

成に向け、積極的に区役所を支援します。 

健康局においては、各区で出てきた広域的な課題等を集約したうえで、「大阪市在宅医療・介護連携推

進会議」を開催し、区間や他市との連携についての検討を行います。 

また、各区間の情報の共有や区役所職員・受託法人（コーディネーター）の事業に対するスキルアッ

プを図るための取組みを行います。 

 

【取組内容】 

  ・高齢者等在宅医療・介護連携に関する相談支援事業（在宅医療・介護連携相談支援室設置）の委託 

・大阪市在宅医療・介護連携推進会議の開催 

・各区担当者への事業説明会の開催 

・各区担当者を対象とした実務者研修会の開催 

  ・大阪府及び府医師会実施の研修会への参加・協力 

  ・在宅医療・介護連携相談支援コーディネーター連絡会の開催 

  ・在宅医療・介護連携相談支援コーディネーター研修会の開催 

  ・在宅医療・介護連携支援コーディネーター手引き書の作成 

  ・国及び府や関係各所からの情報について、各区へ情報提供 

・24 区の取組み状況の集約及び 24 区への情報提供 

・在宅医療・介護連携に関するホームページの作成 

  ・関係部局との連絡調整              など 

 

 

  

研修会の様子 

市推進会議 

ＨＰ 
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＜ 資料編 ＞  

（１）法的位置付け 

  ・介護保険法【抜粋】 

第百十五条の四十五 

市町村は、地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うた

め、厚生労働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業（以下「介

護予防・日常生活支援総合事業」という。）を行うものとする。 

 

第百十五条の四十五の二 

市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となることを

予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立

した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業

を行うものとする。 

 

第百十五条の四十五の二の四 

   医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における医療を提供する

医療機関その他の関係者の連携を推進するものとして厚生労働省令で定める事業（前号に掲

げる事業を除く。） 

 

  ・介護保険法施行規則【抜粋】 

第百四十条の六十二の八 

      法第百十五条の四十五第二項第四号の厚生労働省令で定める事業は、市町村が、同号に規定

する連携を推進するに当たり、在宅医療及び介護が円滑に提供される仕組みの構築を目的と

して行う次に掲げる事業であって、地域支援事業（同号に規定する事業を除く。）その他の在

宅医療及び介護に関する施策との連携を図るものとする。 

一  地域における在宅医療及び介護の提供に必要な当該提供に携わる者その他の関係者の連携 

（以下「在宅医療・介護連携」という。）に関して、必要な情報の収集、整理及び活用、課

題の把握、在宅医療・介護連携に関する施策の企画及び立案（医療関係者及び介護サービ

ス事業者その他の関係者（以下この条において「医療・介護関係者」という。）と共同して

行うものとする。）、並びに医療・介護関係者に対して周知を行う事業 

二  地域の医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言その他必要な援助を行う事業 

三  在宅医療・介護連携に関する地域住民の理解を深めるための普及啓発を行う事業 

四  医療・介護関係者間の情報の共有を支援する事業、医療・介護関係者に対して、在宅医療・

介護連携に必要な知識の習得及び当該知識の向上のために必要な研修を行う事業その他の

地域の実情に応じて医療・介護関係者を支援する事業 
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（２）大阪府地域医療介護総合確保基金事業（主な事業） 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、平成 26 年度から消費税増収分を活

用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。各都道府

県は、都道府県計画を作成し地域医療構想との整合性を図り、当該計画に基づき事業を実施する。 

 ※財源内訳 国：都道府県 2/3：1/3 

  

   ◆地域包括ケアシステム構築支援事業 

 2025 年度までに在宅医療の提供体制を構築するため、在宅医療の推進に向けたモデル３区（泉

州、中・南河内、豊能）のロードマップ（活動方針）作成を個別に支援し、作成手法を府域全体に

展開する。 

  

   ◆在宅医療普及促進事業 

 患者や家族が医療従事者から適切な情報提供（説明）を受け、在宅医療の選択肢を知り、意思決

定できる状態をめざすことを目的に、在宅医療に携わる医療従事者等の理解促進を支援する。 

補助対象事業者…大阪府医師会、地区医師会、大阪府内に所在する医療法第 1 条の 5 に定める病院 

 

   ◆医科歯科連携推進事業 

    がん患者が継続的に口腔管理を受けられるよう、がん患者の療養に携わる医療機関スタッフの口

腔ケアに対する理解の促進、地域病院と歯科との連携推進を図る。 

   ①院内スタッフの口腔ケアへの理解促進 

    ・歯科口腔に関する専門的助言 

    ・院内スタッフの人材育成支援 

   ②地域病院との連携推進 

   ③歯科医療従事者の資質向上 

   ④医科歯科連携推進支援室の設置 
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（３）大阪市在宅医療・介護連携推進事業の指標例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A
.社
会
資
源

B
.普
及
啓
発

C
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携
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連
携
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数
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数

○
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数
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数
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○
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○
在
宅
療
養
患
者
の
自
宅
等
死
亡
割
合
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セ
ス
指
標

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
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標
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＜ 用語編 ＞※五十音順 

 

用語 説明

ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング） 人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって考え、家族や医

療・介護関係者等と 繰り返し話し合い、共有する取組みをいいます。

往診 患者の求めに応じて患者宅に赴き行われる診療

介護支援専門員（ケアマネジャー／主任介護支援専門

員）

要介護者又は要支援者等からの相談に応じて要介護者又は要支援者等が

その心身の状況に応じ、適切な居宅サービス又は施設サービス等を利用

できるよう市町村、居宅サービス事業者及び介護保険施設等との連絡調

整を行う人をいいます。なお、介護支援専門員（ケアマネジャー）のう

ち、主任介護支援専門員研修を修了した者を主任介護支援専門員といい

ます。

介護福祉士 「社会福祉士及び介護福祉士法」により創設された福祉専門職の国家資

格で、「介護福祉士の名称を用いて、専門知識及び技術をもって、身体

上又は精神上の障がいがあることにより日常生活を営むのに支障がある

者に、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びに介護サービス利

用者及び介護者を指導することを業とする者」となっています。

介護予防・日常生活支援総合事業 平成26 年の介護保険制度改正に伴い、全国すべての市町村で実施する

こととされた事業です。要支援者に対する全国一律の予防給付の介護予

防訪問介護及び介護予防通所介護を、市町村が地域の実情に応じて柔軟

に実施する事業に移行し、住民等の多様な主体が参画するような多様な

サービスを総合的に提供する「介護予防・生活支援サービス事業」と、

住民主体の介護予防活動の取組みを支援し、重度化予防を推進する「一

般介護予防事業」で構成されています。

かかりつけ医 なんでも相談できるうえ、最新の医療情報を熟知して、必要な時には専

門医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福

祉を担う総合的な能力を有する医師。

居宅介護支援事業者 介護保険法に基づき、都道府県知事・政令市市長・中核市市長の指定を

受けた居宅介護支援事業を行う事業者及び本市において基準該当居宅介

護支援事業者の登録を行った事業者をいいます。

居宅サービス 介護保険制度によって利用できるサービスで、被保険者が自宅に居なが

ら利用できるサービスを言います。主な居宅サービスとしては、訪問介

護や訪問看護、通所介護、短期入所生活介護などがあります。

ケアプラン 要介護者等や家族の希望を取り入れ、サービス担当者会議での専門家の

協議で作成される、利用者のニーズと生活上の課題解決のための具体的

なサービス計画のことです。

後期高齢者 一般に65 歳以上の人を高齢者といいますが、老年期を健康で活発な人

の多い前期老年期と病弱で要介護状態に陥りがちな後期老年期に分けて

おり、後期老年期にあたる75 歳以上の人を後期高齢者といいます。

高齢化 総人口に占める65 歳以上の人口割合が増えることをいいます。

個別ケア 個々のニーズに応じて、個別にケア（介護）を行うことです。

サービス付き高齢者向け住宅 高齢者の単身・夫婦世帯等が安心して居住できるよう、一定規模の住戸

面積、バリアフリー構造等を備え、状況把握・生活相談等といったサー

ビスが提供される賃貸住宅等のことです。

作業療法士（ＯＴ） 理学療法士及び作業療法士法に定められた国家試験に合格し、厚生労働

大臣の免許を受けた者で、医師の指示の下で作業療法（応用的動作能力

又は社会適応能力の回復を図るため、手芸、工芸その他の作業）を行う

者をいいます。

社会福祉士 「社会福祉士及び介護福祉士法」により創設された福祉専門職の国家資

格で「社会福祉士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、身体

上若しくは精神上の障がいがあること、又は環境上の理由により日常生

活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その

他の援助を行うことを業とする者」となっています

参考：大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 用語解説より一部抜粋 
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用語 説明

人生会議 もしものときのために、あなたが望む医療やケアについて前もって考

え、家族や医療・介護関係者等と繰り返し話し合い、共有する取組みの

ことをいいます。

前期高齢者 65 歳以上の高齢者のうち65 歳以上75 歳未満の人を前期高齢者といい

ます。

ターミナルケア 余命がわずかとなった人に対し、延命ではなく、残された人生を充実さ

せることを目的として行われる医療および看護のことをいいます。

団魂の世代 昭和22 年～24 年生まれの第２次世界大戦後の復興期であるベビー

ブームに生まれた世代をいいます。

団塊ジュニア 昭和46～49 年（1971～1974）ごろの第２次ベビーブーム時代に生

まれた人々。団塊の世代の子供にあたる世代であることから「団塊ジュ

ニア」といいます。

地域共生社会 人々が様々な生活課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮ら

していけるよう、地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をともに創っていくことのできる社会をいいます。

地域ケア会議 地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現に向けた手法として、高

齢者個人に対する支援の充実（在宅生活の限界点の引き上げ）とそれを

支える社会基盤の整備（地域づくり）を同時に図っていくことを目的と

しています。

具体的には、多職種の第三者による専門的視点に交えてケアマネジメン

トの質の向上を図り、高齢者の在宅生活の限界点の引き上げ、また、個

別ケース課題分析等の積み重ねにより地域課題を把握し、地域に必要な

資源開発や地域づくり、さらには介護保険事業計画への反映などの政策

形成につなげるものと位置付けられています。

地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業、包括

的支援事業、任意事業）

介護保険制度において、被保険者が要支援・要介護状態になることを予

防するとともに、可能な限り地域において自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援するために市町村が実施する事業です。地域支援事業

は、「介護予防・日常生活支援総合事業」のほか、地域包括支援セン

ターの運営や認知症総合支援事業、在宅医療・介護連携推進事業、生活

支援体制整備事業等の「包括的支援事業」、介護給付が適正に行われて

いるかの検証や家族介護支援等の「任意事業」で構成されています。

地域包括ケアシステム 高齢者ができる限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立し

た日常生活を安心して営むことができるよう、医療・介護・介護予防・

住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制のことで

す。

地域包括支援センター 地域の高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために、（１）総合相談

支援、（２）虐待の早期発見・防止などの権利擁護、（３）包括的・継

続的ケアマネジメント支援及び（４）介護予防ケアマネジメントを行っ

ています。

認知症（アルツハイマー型、脳血管性、レビー小体型、

前頭側頭型）

慢性あるいは進行性の脳の病気により、記憶、思考、見当識、計算、言

語、理解、判断などが阻害され、日常生活に支障をきたす状態を表しま

す。原因は多様で、アルツハイマー型認知症、脳血管性認知症、レビー

小体型認知症、前頭側頭型認知症などがあります。

ＰＤＣＡ（ピーディーシーエー） 施策・事業に必要な要素である企画（Ｐｌaｎ）、実行（Ｄｏ）、評価

（Ｃｈｅｃｋ)、改善（Ａｃｔｉｏｎ）を一環した流れとしてとらえ、

それらを循環させることで、施策・事業の改善に結びつける手法です。

訪問看護 利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、

利用者の心身機能の維持回復などを目的として、看護師などが疾患のあ

る利用者の自宅を訪問し、主治医の指示に基づいて療養上の世話や診療

の補助を行います。

訪問看護ステーション 介護保険法に基づき、都道府県知事（または政令市市長・中核市市長）

の指定を受け、保健師または看護師が管理者となって運営する事業所で

す。在宅で療養される方に、主治医から交付される訪問看護指示書に基

づき、訪問看護サービスを提供します。
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（関係計画等） 

 

用語 説明

訪問診療 在宅での療養を行っている患者であって、疾病、傷病のために通院によ

る療養が困難な者に対して定期的に訪問して行われる診療

有料老人ホーム 特別養護老人ホーム等の入所用件に該当しない高齢者や、自らの選択で

多様なニーズを満たそうとする高齢者を入居させ、入浴、排せつ、食事

の介護等日常生活上必要な便宜を供与することを目的とした民間施設で

す。介護保険の特定施設入居者生活介護の対象となります。

理学療法士（ＰＴ） 理学療法士及び作業療法士法に定められた国家試験に合格し、厚生労働

大臣の免許を受けた者で、医師の指示の下で理学療法（基本的動作能力

の回復を図るため、治療体操その他の運動を行い、電気刺激、マッサー

ジ、温熱その他の物理的手段を加える）を行う者をいいます。

用語 説明

大阪府地域医療構想 医療や介護に関する他の計画との整合性を図りながら、令和７ 年

（２０２５年）の医療需要と病床の必要量や、目指すべき医療提供体制

を実現するための施策等を定めるものです。

大阪府医療計画 「医療法」に基づく「医療計画」であり、５疾病４事業及び在宅医療を

中心に、医療提供体制、医療連携体制等の医療体制に関する大阪府の施

策の方向を明らかにする計画です。

大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 高齢者一人ひとりが住み慣れた地域で自立した生活を安心して営み、長

寿化した人生を健康でいきいきと豊かに尊厳をもって暮らすことのでき

る社会の実現をめざし、老人福祉法及び介護保険法に基づく「老人福祉

計画」及び「介護保険事業計画」を一体のものとして、保健・福祉施策

及び介護保険事業、並びにそれ以外の高齢者に係る施策も包含した高齢

者施策の総合的な計画です。


